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令和５年度事業報告書 

Ⅰ．法人の概要 

    名    称  学校法人 華陽学園 

   所  在  地  岐阜市太郎丸８０番地 

   創     立  昭和４０年２月（１９６５年２月） 

 

   目     的  教育基本法及び学校教育法に従い学校教育を行い、建学の精神「人らしく女

らしく あなたらしく あなたならでは」を体し、幅広い教養と高度な専門

能力を身につけ、社会に貢献できる前途有為な人材を育成することを目的と

する。 

 

   設置する学校    岐阜女子大学 家  政  学  部  健 康 栄 養 学 科  １２０名 

                          生 活 科 学 科    ５０名 

                  文化創造学部  文 化 創 造 学 科  １６０名 

                  大  学  院  生活科学研究科      ６名 

                          文化創造学研究科   １３名 

                          文化創造学研究科    ３７名 

                        （通信教育課程 ） 

                             上記数字は、入学定員 

 

   学  生  数    ９０９名 ※ 

   教  員  数     ７８名 ※ 

   職  員  数     ３７名 ※        ※令和５年５月１日現在 

 

   役職員の概要  理 事 長  杉山博文 

            理   事   杉山博文  松川禮子 後藤忠彦 水谷邦照 

    田代久美子 池田直樹 杉山涼子   

倉坪弘一 久保田智子  

           監   事  後藤真一 春日井理恵 田内茂美 
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Ⅱ．事業の概要 

 

令和５年度事業の概要は、以下の通りである。 

  

１．岐阜県地域資源活用観光ＤＸ（デジタル・トランスフォーメイション）推進事業について 

本事業は岐阜県の補助事業で、事業規模は２,９８３万円、補助額は１,９８８万円である。 

取組は、「メタバースに学びを」 をテーマに、授業と連携して、観光ＤＸ、教育ＤＸなどを

学ぶ「岐阜女子大学メタバースプロジェクト」を実施した。プロジェクトを通して、企画、立

案、製作、運営、評価、改善する力などをつけ、社会貢献ができる学生に成長している。 

令和５年度は、３年計画の第２期にあたり、メタバースに岐阜女子大学と下呂市の街並みを

作成し改良を重ね、令和５年６月には公演会（総務省）にも参加した。 

なお、令和６年度以降も本学の新たな教育方向として、下呂市との連携を軸に本事業の進展

を図り社会貢献も目指すこととしている。 

  

２．岐阜県私立大学地方創生推進事業について 

本事業は岐阜県の補助事業で、本学では「デジタルアーカイブによる新たな価値創造推進事

業」として新たに展開した。事業規模は４９９万円、補助額は４９９万円である。 

     取組は、地域に貢献する大学として本学が目指している、地方創成イノベーションの実現と

県内の地域の伝統・衣食住文化の保存並びに関係産業の振興、観光資源を発掘するため、長年

に亘り研究・蓄積した「地域資源デジタルアーカイブ」を効果的に活用することにより、「知的

創造サイクル」を実現するための「知識循環型デジタルアーカイブ」による新たな価値の創造

について調査・研究を推進したものである。 

なお、令和６年度は「ＤＸで実現する地域のデジタル人材育成事業」として申請を予定して

いる。     

 

３．岐阜女子大学ドローンカレッジに運営について 

  本事業は、社会的活用の拡大が見込まれる無人航空機の操縦ライセンスの取得について、本

学関係者ばかりでなく一般社会への貢献を目指し、「岐阜女子大学ドローンカレッジ」を学校法

人華陽学園の事業として運営を目指している。令和５年２月２日には文部科学省から学校法人

寄附行為変更の認可を、令和５年４月１１日には国土交通省から登録講習機関登録証の発行を

受けた。３月には、２名に二等無人航空機操縦者基本の技術検定試験を終えた。 

 

４．伊那西高等学校との高大連携協定の締結について 

本学は、令和５年６月２２日に、長野県伊那西高等学校と高大連携協定を締結した。 

この協定は、デジタルアーカイブに関する教育プログラムの開発、並びに教材開発研究等にお

ける伊那市文化遺産デジタルアーカイブの相互活用その他連携を推進することにより、それぞ

れの教育活動の充実を図ると共に、地域課題の解決に寄与することを目的としている。 

 

５．現職教員の新たな免許状取得を促進する講習等開発事業について 

本事業は文部科学省が新たに企画公募した事業で、3 年計画の 3 年目にあたる。本学は中学

校の教員経験３年以上の教員を対象に小中学校免許状併有の促進を目指し小学校免許状取得の

ための講習を実施するとともに、新たなキャリアとして「小中連携教育コーディネータ」を位

置づけ、「自律的なオンライン講習」により、教員が主体的に学ぶことができる・教えないでも

学ぶことできる学習環境の構築を目指している。 
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６．幼児教育における人材確保・キャリアアップ支援事業について 

本事業は文部科学省が継続して企画公募している事業で、本学独自の履修証明プログラム「幼

児教育コーディネータ養成講座」として実施するのは２年目の取り組みになる。 

 幼児教育の現場で中心的な役割を担う中堅層（ミドルリーダー）の果たすべき役割は大きい

が、中堅層の多くは 2種免許状保有者であるため、キャリアアップするための魅力、達成度を

確認できる方法として、キャリアステージに応じて研修内容を充実させることが重要と考え、

学習到達目標（行動目標）、幼児教育コーディネータの資質能力を明示し、履修証明プログラム

「幼児教育コーディネータ養成講座」として実施した。 

 なお、令和６年度も「幼児教育コーディネータ養成講座」を継続することとしている。 

      

      ７．教育活動について 

（１）各種コンクール等の開催について 

     特に高校生を対象として、各自が持っている技術についての評価と、さらに学習の意欲

を高めるため、各専攻・コース等でコンクールを開催した。各コンクールでは、自分の生

活を見直し、さらなる技術評価が図られる。生徒への働きかけ、指導等の向上、表現活動

の向上、高い専門的技術・能力の向上、など多様な視点からの評価と学習意欲を高め、さ

らに技術・能力の向上を志す人を支援した。 

開催された各コンクールは以下の通りである。 

① 高校生「朝ごはん」コンテント（担当：健康栄養学科） 

② 伝統文化裁縫コンテスト（担当：生活科学専攻） 

③ わたしの住まいリフォーム・デザイン案コンテスト（担当：住居学専攻） 

④ 紙しばいコンテスト（担当：初等教育学専攻） 

⑤ デザイン書道コンクール（担当：書道・国語専修） 

⑥ 観光写真コンテスト（担当：観光専修） 

⑦ 英語キャプションコンテスト（担当：観光専修） 

⑧ デジタル・アーカイブコンクール（担当：アーカイブ専攻） 

 

（２）岐阜女子大学全国書道展の開催について 

本学の書道教育コースでは、書写・書道教育のできる幼・小・中・高等学校の教員養成

を目指す。この取り組みを現代の青少年の将来に向けて、生活全般にわたる健全な育成は

もちろん、書写・書道教育を通じて人格陶冶の一助となるように、書写・書道教育の発展

と振興を目的に第２２回岐阜女子大学全国書道展を企画し、令和５年１０月に開催した。

全国の高校生・中学生・小学生を中心に半紙作品を募集し、大賞・準大賞・書道展賞他各

賞を授与するもので、応募数は１９，３３６点であった。 

※快挙「第 10 回（令和 5 年度）日展」の『第 5 科 書』にて在学生 5 名が入選した｡ 

 

（３）ＥＣＯ＋ものづくりプロジェクトについて 

生活科学専攻の学生が学年を超えてチームを組み、商品企画から制作・販売を行ってい

る。ものづくりを通した地域社会との連携を目指して活動を拡大しており、製作作品の販

売にとどまらず、ものづくりの楽しさを伝えるワークショップ開催や、地域のイベントに

も参加している。それらの活動では幅広い多くの人と関わり、コミュニケーションの重要

性、必要性を学ぶ機会となっている。 
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（４）各務原市地方創生空き家リノベーション事業について 

本学住居学専攻では地方創生に向け空き家問題を解消するために、移住・定住を促進さ

せるために、モデル空き家を対象として、建築・インテリアを学ぶ女子大生の視点からリ

ノベーション・デザインを提案するものである。 

5 年度は、築約 50 年の各務原市の市営住宅の 1 室をリノベーションし、若い世代が暮ら

しやすい住戸へ生まれ変わらせるため、岐阜女子大学住居学専攻×各務原市×空き家 DIY

事業推進会議メンバーの 3 者連携 DIY 事業を推進した。 

 

（５）実践力ある教員養成のための体験実習（ＥＧＧプラン）について 

「ＥＧＧ（Enjoy Global Growing up）プラン」では１年次から実習を行い、教員とし

ての実践力を養成するため、自主体験学習など、４年間を通して学びを蓄積できるプログ

ラムである。学生が社会と共同で教材研究や模擬授業等を行うことで、教育実践の場に根

ざした、実践知が伝承され、共に創造するシステムを構築して、教職志望学生の力量向上、

さらには、学校改革も含めた学校力の向上を目指すものである。 

 

 

８．研究活動について 

（１）科学研究費補助金により行われたもの 

①「地域学習における効果的な活用を目指した語りのデジタルアーカイブに関する研究」 

                 基盤研究（Ｃ）   文化創造学部教授：谷 里佐 

②「沖縄戦体験の記録と継承へ向けて－戦中・戦後の子どもの視点による口述記録を中心

に－」 

                 基盤研究（Ｃ）  文化創造学部准教授：加治工尚子 

③「教員養成段階に特化したレジリエンス育成プログラムの開発」 

                 若手研究     文化創造学部准教授：佐々木恵理 

④「歌舞伎役者の甲州亀屋座興行に関する調査・研究」 

                 基盤研究（Ｃ）   文化創造学部准教授：木村 涼 

 

（２）山県市との健康長寿コラボレーション事業委託について 

    山県市は他の市町村に比べ、メタボ率が高い世代が高齢化していることから、健康栄養学

科の学生がその原因を市の特徴から探り、バランスよく食事をとる工夫、野菜摂取量増加を

目指したメニュー提案をし、山県市の健康長寿に貢献した。 

 

（３）地域食材を活かしたレシピ創作コラボレーション事業委託について 

    美濃市の公の施設「道の駅 美濃にわか茶屋」と本学がコラボレーションする中で、実践

的な研究機会を確保し、食を通じた地域の活性化に取り組むもの。株式会社美濃にわか茶屋

の委託事業である。 
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Ⅲ．財務の概要 

 

１．学生納付金収入 

令和５年度 学生数    ９０９名（５月１日現在）１，０１０，４５１千円 

令和４年度 学生数    ９９５名（５月１日現在）１，１００，０６１千円 

令和３年度 学生数    ９８３名（５月１日現在）１，０７４，０４４千円 

 

２．寄付金収入 

令和５年度  

（１）一般寄付金                     １０，０３６千円 

（２）特別寄付金 

沖縄基金                              ２，４００千円 

    杉の実会（父母の会）                       ７，１４２千円 

   地域振興活動助成金ほか                  ２７０千円 

（３）現物寄付金  

   図書他                                    ４３９千円 

合計                                               ２０，２８９千円 
 

令和４年度                                           １８，９４０千円 

令和３年度                                           １６，３５０千円 

 

 

３．補助金収入 

令和５年度  

（１）国庫補助金 

私立大学経常費補助金他             １４９，６１５千円 

（２）地方公共団体補助金等 

   岐阜県ＤＸ推進事業補助金             １９，８８１千円 

   岐阜県創生事業ＤＡ補助金              ４，９９７千円 

岐阜市結核予防費補助金                 １６８千円 

合計                                           １７４，６６１千円 
 

令和４年度                                          ２０６，０１６千円 

令和３年度                                          １８２，９０６千円 

 

４．人件費         （   ）内は、「うち退職金金額」 

令和５年度           ７２６，２５６千円    （    ８６，８９７千円 ） 

令和４年度           ６８８，７０２千円    （    １７，３９４千円 ） 

令和３年度           ７６７，０２８千円    （    ６０，６７５千円 ） 

 

５．教育研究経費   （   ）内は、「うち減価償却額」 

令和５年度          ４７４，５５１千円    （  ９３，５０８千円 ） 

令和４年度          ５００，３７０千円    （  ９９，４９３千円 ） 

令和３年度          ５２４，２８６千円    （ １０５，８５７千円 ） 
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６．管理経費       （   ）内は、「うち減価償却額」 

令和５年度           １８７，０７１千円    （    ２０，６８６千円 ） 

令和４年度           １９４，１８７千円    （    ２１，９８２千円 ） 

令和３年度           １９０，０９５千円    （    ２３，０３８千円 ） 

 

７．土地 

令和５年度                           ０千円 

令和４年度                           ０千円 

令和３年度                           ０千円 

 

８．建物 

令和５年度 

    体育館水銀灯取替工事                     ４０１千円 

    ６号館０６２０３室エアコン更新            ３，２２３千円 

  合計                                               ３，６２４千円 

 

令和４年度                       ７，８６６千円 

令和３年度                      ３３，８８４千円 

 

９．構築物 

令和５年度                           ０千円 

令和４年度                           ０千円 

令和３年度                           ０千円 

 

１０．教育研究用機器備品 

令和５年度  

  ＰＣほかＯＡ機器関係                 ５，９９３千円 

その他                        ３，９１７千円 

  合計                                              ９，９１０千円 

 

令和４年度                                           １３，７２５千円 

令和３年度                                             ３，０６２千円 

 

１１．管理用機器備品 

   令和５年度                           ０千円 

令和４年度                           ０千円 

令和３年度                         ６４６千円 

 

１２．図書 

   令和５年度                       １，０４７千円 

令和４年度                       １，１０３千円 

令和３年度                         ９７２千円 
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１３．運用資産 

   令和５年度                   ２，７９５，７４５千円 

   令和４年度                   ２，７０６，４９２千円 

   令和３年度                   ２，６８２，５７４千円 

 

１４．正味資産 

   令和５年度                    ４，４６８，６６９千円 

     令和４年度                    ４，５１６，３１３千円 

      令和３年度                    ４，５０９，３４１千円 

 

 

 

※  学校会計基準による様式は、私立学校振興助成法で経常費補助金交付の観点からの表示区分と

なっております。 

 

 


